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個人セキュリティ脅威予測2026
AIと心理操作によって、さらに進化する詐欺



トレンドマイクロ コンシューマー向けサイバーセキュリティレポート

本予測は、2024～2025年におけるトレンドマイクロのグローバル
調査データおよび複数機関の調査結果に基づいています。
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2026年の概要
主要な詐欺トレンド予測

マルチチャンネル詐欺が標準化
詐欺はSMS、チャット、偽サイトの間をシームレスに行き来するよう
になります。

ロマンス・投資詐欺が過去最大級の被害に 
感情操作や暗号資産の投機を利用した手口により、これらの詐欺
は大幅に増加します。

AIを使った巧妙な詐欺が一般化 
ディープフェイクや「エージェント型AI」により、詐欺はより本物らし
くなり、大量生産・大規模化が進みます。

即時決済を悪用した詐欺が急増 
取り消し不可能な送金やソーシャルエンジニアリングにより、新た
な金銭被害が拡大します。

日常的な、なりすまし詐欺が継続
配送や請求を装った詐欺は、引き続き世界で最も件数の多い脅威
となります。

日本を標的とした詐欺とリスク
詐欺の「グローバル化」と「超ローカライズ化」が進み、日本は詐欺
グループにとって費用対効果の高い標的として狙われる。
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詐欺の全体像
詐欺は国境・デバイス・年齢層を超えて広がる、世界的な流行（パンデミック）となっています。

世界全体で、2024年における詐欺による被害額は推定
4,420億米ドルに達しています。1 トレンドマイクロのグロー
バル消費者調査（2025年6月、6カ国・6,632人対象）による
と、約3人に1人（30%）がオンライン詐欺の被害に遭ってい
ます。多くの場合、被害者は事後になって初めて気づいて
おり、具体的には多額の金銭被害（39%）、銀行からの通知

（19%）、アカウント乗っ取りの兆候の発見（16%）によって
判明しています。2

現在の成長率に基づくと、2026年までに、詐欺はより高速
化・個人最適化が進み、AI主導の手口がさらに増加すると、
トレンドマイクロは予測しています。 これらの犯罪は、人と
のつながりや日常的なテクノロジーを悪用し、日常の、何気
なく信頼する場面を、詐欺の機会へと変えていきます。詐欺
の進化により、2026年は「自動化」と「説得力」が融合する転
換点になると見られます。

各国の法執行機関は、投資詐欺、ロマンス詐欺、なりすまし
詐欺が、AI生成の人格や「Fraud-as-a-Service（詐欺のサー
ビス化）」ネットワークによって、最も広範に拡大する越境型
の脅威になっていると報告しています。3  詐欺組織はますま
す国境・大陸を越えて活動しており、被害金の回収や、犯罪
者の摘発・訴追を一層困難にしています。4

これらの調査結果は、詐欺がもはや単発的・偶発的な犯罪
ではなく、テクノロジー、感情、心理操作によって「産業化」さ
れた形で設計・実行されていることを示しています。

世界全体で4,420億
米ドルの被害

過去12カ月間に、 
成人の30%が

詐欺を経験
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2026年に何が変わるのか

不審なメッセージに返信する前に必ず確認すると
答えた消費者は、わずか38%にとどまっています。

詐欺は規制よりも速いペースで拡大して
います。 被害者のうち、決済事業者を通じ
て何らかの形でお金の一部でも回収でき
たのは、約3人に1人にとどまっており、被
害金の回収がいかに困難であるかを示し
ています。5

AIにより、 犯罪者は音声、顔、会話を数秒
で複製できるようになり、リアリティは高
まる一方で、実行に必要な労力は大幅に
減少しています。6

確認行動は不十分であり、 不審なメッセ
ージに返信する前に必ず確認すると回答
した消費者は38%にとどまっています。7 
これは、現代の詐欺が、従来の「注意すべ
き」という直感をすり抜けやすくなってい
ることを示しています。

以下の予測は、世界的な詐欺エコシステムがどのように進
化しているかを示しています。高速化する詐欺ネットワーク
から、オンライン上の信頼のあり方を変えつつあるAI駆動の
欺瞞モデルまで、多岐にわたる変化が起きています。
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予測 01
マルチチャンネル型詐欺の
手口が拡大
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予測 01

マルチチャンネル型詐欺の手口が拡大
詐欺は単一のプラットフォーム上だけで完結することはほとんどありません。多くの場合、SMSやソーシ
ャルメディアのメッセージから始まり、チャットアプリへ移行し、最終的には偽の決済サイトやログインサ
イトへと誘導されます。2026年には、こうした「マルチチャンネル」型詐欺が標準的な手口になると予測
されます。その理由は以下のとおりです。

トレンドマイクロの調査結果
•	 チャンネル 間の誘導は一般的です： トレンドマイクロの

グローバル消費者調査（2025年8月、8カ国・7,693人対
象）によると、SMSで求人詐欺に遭遇した人のうち、73%
が別のチャネル（電話、メール、WhatsApp、Telegramな
ど）で会話を続けるよう指示されています。これは、複数
段階にわたる詐欺ジャーニーの典型的な特徴です。8

•	 短命なエンドポイント： 観測された稼働中の詐欺サイト
の75%は、ロマンス詐欺または投資詐欺のコンテンツを
掲載していました。しかし、詐欺サイト全体の96%は24
時間以内に消滅しており、メッセージ配信と連動した、
使い捨てかつ高速で切り替わるインフラが使われている
ことを示しています。9

•	 SMS経由の主要な侵入口パターン： ロマンス（16.6%）、 
賞金・ギャンブル（14%）、サービス／予約（12.9%）は、
依然としてSMSで多いカテゴリであり、外部チャットや決
済ページへ誘導する入口として機能しています。10

•	 ユーザ報告も同様の誘導を示しています： トレンドマ
イクロ 詐欺バスター の報告では、「WhatsApp／Tele-
gramで連絡してください」といった指示が頻繁に見ら
れ、SMSやURLテレメトリで確認されているチャネル横
断パターンと一致しています。11

詐欺サイトの96%は、24時間以内に消滅してい
ます。

法執行機関の報告によると、詐欺は常にプラットフォームを乗り換
えます。接触はソーシャルアプリや出会い系アプリから始まり、暗号
化メッセージ（WhatsApp／Telegram）へ移行し、最終的には偽の
投資サイトや決済サイトへと至る、エンドツーエンドの「詐欺ジャー

ニー」が形成されています。12, 13

詐欺は、出会い系やソーシャルプラットフォームでの友好
的なメッセージから始まり、その後、時間をかけて信頼関
係を築くために、プライベートなチャットアプリへと移行
することがあります。

被害者が親近感や信頼を抱くようになると、詐欺師は 
「絶対に逃せない」暗号資産や投資の機会を持ちかけ、

正規に見える偽の取引サイトへと誘導します。

「利益」が表示されると、被害者はさらに入金するよう
説得されますが、最終的に出金ができなくなり、詐欺師と
サイトの双方が姿を消します。

出会い系／
ソーシャルアプリ

チャットアプリ
（信頼関係の構築）

偽の投資サイト入金と「利益」

消失／アカウント閉鎖
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予測 02
ロマンス・投資詐欺が過去最大の 
被害に
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予測 02

ロマンス・投資詐欺が過去最大の被害に
恋愛関係を装った詐欺および投資詐欺は、依然として最も金銭的被害が大きい詐欺の手口です。犯罪者
は出会い系アプリやソーシャルネットワークを通じて信頼関係を築いた後、「限定」や「特別」をうたった
投資話を持ちかけます。これらは暗号資産ウォレットや高利回り取引スキームと結び付けられることが多
く、こうした被害は2026年にかけてさらに拡大すると見込まれます。

トレンドマイクロの調査結果
•	 ロマンス詐欺は、SMS詐欺全体の16.6%を占めており、

稼働中の詐欺サイトの約4分の3に確認14, 15 されていま
す。 アナリストは、AIチャットボットやディープフェイクの

「疑似パートナー」により、現実の関係と人工的に作ら
れた関係の境界が、2026年までにさらに曖昧になると
予測しています。

•	 同時に、生成AIによる「性的ディープフェイク」の拡大に
より、嫌がらせ、セクストーション（性的脅迫）、フェイス
スワップを用いたセクストーションが急増しています。こ
れは、親密さと羞恥心の両方を悪用する、急速に拡大
する被害手法です。16 これらの攻撃は、盗用または改ざ
んされた写真から始まり、金銭やさらなる画像を要求す
る恐喝へと発展するケースが多く、感情操作と強要が、
より広範な詐欺経済の中で共存している実態を示して
います。

ロマンス詐欺は、SMS
詐欺全体の16.6%を 

占めています。

この傾向は、金銭被害額のデータにも表れてます。世
界の消費者保護機関は、ロマンス詐欺および投資詐
欺を、世界で最も被害額の大きいカテゴリとして位置
付けています。17, 18 オーストラリア競争・消費者委員会

（ACCC）は、2024年の投資詐欺による被害額が9億
4,500万豪ドルに達したと報告しており、またFBIは同
年の被害額を65億米ドルと記録しています。これは
2023年比で43.7%の増加に相当します。19 



自動化された詐欺の量産

実在企業のトーンや
文体に合わせる

被害者への詐欺メッセ
ージ配信を自動化

自然な言い回しで、あら
ゆる言語に翻訳

スペルや文法の
ミスを回避

事前にプロファイリングさ
れた被害者に向けて、コン

テンツを個別最適化
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予測 03
AIを使った巧妙な詐欺が標準化する
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予測 03

AIを使った巧妙な詐欺が標準化する
人工知能は、現在ほぼすべての主要な詐欺の基盤となっています。新たに登場している「エージェン
ト型AI」システムは、標的の調査、個別化されたスクリプトの作成、戦術の自律的な適応を可能にしま
す。2026年には、ロマンス詐欺からビジネスなりすましまで、あらゆる詐欺・不正の領域において、詐欺師
が消費者を狙う手法そのものをAIが再定義し、すべての詐欺タイプで標準的な手段になると見込まれま
す。

トレンドマイクロの調査結果
•	 アナリストは、2026年までに、AI生成コンテンツが、ロマ

ンス詐欺からビジネスなりすましまで、ほぼすべての主
要な詐欺タイプで利用されるようになると予測してい
ます。20,  21

•	 「エージェント型AI」の登場：標的の調査、メッセージの
作成、戦略の切り替えを、人の介入なしに行う自律型シ
ステム。22

•	 「Scam-as-a-Service (詐欺をサービス化)」ネットワー
クの拡大：AIツールを“すぐ使える詐欺パッケージ”とし
て提供する犯罪プラットフォームが増加しています。カス
タマーサポートを装う、半自律型の「詐欺ボット」も含ま
れます。23これらのサービスは、大量のターゲットに同時
にアプローチし、ソーシャルエンジニアリング(人間の心
理操作)を最適化します。犯罪者が詐欺に参入するハー
ドルは大きく下がり、大量生産された高品質な詐欺が、
大規模に実行されることを可能にします。24, 25 

AIが人格（ペルソナ）を生成し、スクリプトを書き、
すべてのメッセージをより説得力のあるものにす
る方法を学習することで、犯罪ネットワークは半
自律型のオペレーションへと進化しています。

― スティーブン・ヒルト（トレンドマイクロ フォワードルッキン
グスレットリサーチャー）

犯罪者はすでに、音声クローンやフェイススワップのツール
を用いて、友人や経営幹部になりすます行為をリアルタイム
で行っています。トレンドマイクロは、ディープフェイクを悪用
した詐欺が今後も増加し続けると予測しています。この動き
は、法執行機関や消費者保護機関からも指摘されており、複
数の法域において、合成メディアやAI音声ロボコールに対す
る新たな規制や制限の導入につながっています。26, 27, 28, 29, 30 
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予測 04
即時決済を悪用した詐欺が急増
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予測 04

即時決済を悪用した詐欺が急増
Venmo、CashApp、Zelle などの即時決済・P2Pアプリは、「Authorized Push Payment（APP）詐欺」が
発生しやすい環境を生み出しています。これは、犯罪者が被害者を操作し、被害者自身に不正な口座へ
の送金を“正規の手続きとして”承認させる手口です。これらのアプリが普及し、より幅広い取引で標準
的に使われるようになるにつれ、2026年には即時決済詐欺がさらに急増すると見込まれています。同時
に、金融当局による新たな対策の動きも強まると予想されます。

トレンドマイクロの調査結果
•	 これらの詐欺は、利便性と信頼を悪用し、雇用主やサービス提供者を装った「緊急の依頼」として仕掛けられることが多く

あります。いったん送金されると、資金はほぼ回収不可能です。近年では、支払いを要求する前に、連絡先の音声や文体を
AIで模倣する手口も増えています。31 

即時決済詐欺の仕組み
（「Authorized Push Payment: APP詐欺」とも呼ばれる）
1. メッセージ
銀行、勤務先、配送会社などを装った
SMS、メール、電話が届きます。アカウ
ントや支払いに問題があるとして、対
応が必要だと伝えてきます。

2. なりすまし
詐欺師は、実在の企業やサポート担当
者など、信頼できそうな人物になりす
まします。番号の偽装、ロゴ、プロフェ
ッショナルな口調などを使い、もっと
もらしく装います。

4. 送金
「安全な口座」に移す、または「保護の

ため」と称して送金するよう説得され
ます。被害者自身が送金を承認してい
るため、取り消しや返金が困難、ある
いは不可能な場合が多くあります。

5. 隠蔽
送金後、詐欺師は連絡を遮断し、別口
座や暗号資産を経由して資金を移動
させ、痕跡を隠します。

3. 圧力（緊急性の演出）
アカウントが凍結される、資金が危険
にさらされているなどと告げ、緊急性
を煽ります。確認する前に、急いで行動
させることが目的です。

金融当局は、APP詐欺を主要な消費者被害の要因として重視しています。英国では返金を義務付けるルールが導入
され、APPに関する実績データが公表されています。一方、オーストラリアの規制当局は、銀行送金や暗号資産を伴
う投資詐欺による被害が過去最高水準に達していると報告しています。 40, 41 同様の懸念はシンガポールでも共有
されており、リスクの高いデジタル決済に対してクーリングオフ措置が追加されています。42
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予測 05
配送・請求を装ったなりすまし詐欺が
件数ベースで最多に
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予測 05

配送・請求を装ったなりすまし詐欺が、件数
ベースで最多に
配送、請求、サブスクリプション更新を装った詐欺は、件数ベースで最も多いカテゴリです。これらのなり
すましメッセージは、配送業者、小売業者、サービス提供者を装い、実在ブランドのロゴを流用して本物
らしく見せかけます。AIアシスタントなどのツールによりEC取引のスピードがさらに加速する中で、消費
者は十分な確認（デューデリジェンス）を行いにくくなり、内容を精査せずにリンクをクリックしたり、情報
を共有してしまうリスクが高まっています。

トレンドマイクロの調査結果
•	 トレンドマイクロ 詐欺バスター にユーザーから報告さ

れた詐欺のうち、58%が配送または請求を装った誘導
でした。32 これらは、「今すぐ支払い情報を更新してくだ
さい」といった緊急性や、「あなたのアカウントは安全で
はありません」といった権威性を用いて、反射的なクリッ
クを誘発する傾向があります。

•	 近年、サイバー犯罪者は、再利用可能なSMSテンプレー
トや市販の「スミッシング（SMSフィッシング）キット」を
活用し、複数国向けにこれらのメッセージを大量生成・
ローカライズする傾向を強めています。これにより、技術
力の低い攻撃者でも参入しやすくなり、全体の件数がさ
らに増加しています。33 これらの詐欺は、もはや大手ブ
ランドだけを装うものに限らず、地域化が進み、マイク
ロ／ナノインフルエンサーを標的にするケースも増えて
います。34

各地域の消費者保護機関は、ショッピング詐欺およびなりす
まし詐欺を、最も多く報告されているカテゴリの一つとして
位置付けています。35, 36, 37, 38, 39 

詐欺の58%
は、配送・請
求関連です。
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時代遅れの助言を超えて： 
2026年に向けた新しい警戒サイン（レッド
フラッグ）の見極め
スペルミスを探すといった従来型の「レッドフラッグ（警戒サイン）」だけでは、もはや十分ではありませ
ん。詐欺の手口が進化する中で、消費者教育もまた進化する必要があり、一般的な注意喚起から、状況
に応じた適応的な警戒意識へと移行することが求められています。

私たちは、時代遅れの助言を超え、現代の詐欺に対応できるよう消費
者を備えさせなければなりません。

― リネット・オーウェンズ（コンシューマー教育・マーケティング担当バイスプレジデント）

従来の警告サインが完全に消えたわけではありませんが、詐欺師は進化しています。いわゆる「新しいレッドフラッ
グ」はますます見えにくくなっており、詐欺は信頼されているアプリ、ブランド、チャネルにおける正規のコミュニケーシ
ョンを巧妙に模倣するようになっています。もはや安全を保つとは、単に誤字や不審な要求を見つけることではなく、
詐欺の背後にある戦術を理解し、あらゆるやり取りを検証し、一見正規に見えるメッセージであっても信頼を操作す
るために作り込まれている可能性があることを認識することを意味します。

実際には、次のような違いとして現れます：

従来のレッドフラッグ 新しいレッドフラッグ

（今も存在するが、それだけでは不十分） （2026年により重要）

スペルや文法の誤り 信頼されているブランドや公的機関になりすます（番号やロゴの偽装）

不審な送信元アドレス 本物と見分けがつかないプロ仕様のデザイン

一般的なあいさつ（「お客様各位」など） WhatsApp や Telegram への移行を求める

うますぎる話 本物のように見えるディープフェイク音声・動画

緊急の脅し（「24時間以内にアカウントが閉鎖されます」など） 複数段階の詐欺シナリオ（例：求人チャットでの「手数料」要求）

ギフトカードや電信送金の要求 最近の行動履歴に基づく個別化された標的化

愛情・恐怖・好機を利用した感情操作

これらの脅威が進化する中で、送信者認証、検証済みIDフレームワーク、行動分析AIを組み合わせた「信頼検証アーキテクチ
ャ」が、詐欺対策の在り方を再定義しています。トレンドマイクロの消費者調査は、設計段階から検証を組み込んだコミュニケ
ーション（verified-by-design）によってユーザーを支援することが、2026年以降のデジタル上の信頼回復において重要な鍵
になることを示しています。
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地域別動向
ヨーロッパ（英国）
企業なりすましがSMS詐欺の最多類型であり、ショ
ッピングや銀行関連を装った誘導がそれに続いて
います。詐欺リンクは商品オファーを装うケースが
多く、ユーザー報告では投資詐欺の増加が懸念点
として挙げられています。

日本
日本では企業なりすましがSMS詐欺の中心ですが、
ロマンス詐欺や占いを装った詐欺も新たに増えて
います。詐欺リンクは主にショッピング関連に集中
している一方、ユーザー報告では企業・銀行・投資
関連詐欺が混在している状況が示されています。

北米
北米では政府機関のなりすま
しがSMS詐欺の中心であり、他
地域と比べて特徴的な傾向で
す。詐欺リンクはショッピング案
件が多く、ユーザー報告では企
業なりすましや法人向け詐欺
の多さが目立っています。

アジア（日本を除く）
詐欺SMSは企業を装ったもの
やショッピング案件の宣伝を装
うものが多く、詐欺リンクもショ
ッピングプロモーションに強く
集中しています。ユーザ報告で
は、投資詐欺や銀行関連詐欺
が重要な懸念として挙げられて
います。

オーストラリアおよびニ
ュージーランド
SMS詐欺の多くは企業なりすま
しで、ショッピング案件は二次
的な位置づけです。リンクは偽
のショッピング案件へ誘導する
ケースが中心です。ユーザーは
、企業なりすましを最大の脅威
として挙げており、次いで投資
詐欺が続いています。
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予測 06
日本を標的とした詐欺とリスク
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予測 06

日本を標的とした詐欺とリスク
詐欺の手口は、特定の国・地域・言語・文化・法律などに合うように「超ローカライズ化」されており、攻撃
者は生成AIを利用することで、そのスピードと精度を劇的に高めています。

日本を標的とする詐欺も例外ではなく、手口は高度化・多様化し続けています。日本社会および一般利
用者には、従来のセキュリティ対策に加え、新たな詐欺対策が求められています。

トレンドマイクロの調査結果
•	 詐欺電話の進化： 日本では国際電話番号を悪用した詐

欺が多く確認されていますが、携帯電話番号を悪用した
事例も増加しており、番号表示のみで不審な電話を判
断することが困難になっています。さらに、自動音声を使
った「ロボコール詐欺」が増加し、「ボイスフィッシング」
などの手口も進化しています。今後は、AIの「音声クロー
ン技術」で数秒の音声から特定の人物の声を複製し、親
族や知人と ”同じ声” になりすましたディープフェイクに
よる詐欺電話も懸念されており、先進的な詐欺電話対
策が求められています。

•	 コミュニケーション手段の多様化： 無料通話アプリ、オ
ンライン会議ツール、メッセージアプリ、マッチングアプ
リ、SNSやDM など、コミュニケーション手段の多様化
によって詐欺の入口が増えています。また、OS 標準アプ
リによる RCS（Rich Communication Service）の普及
や、エンドツーエンド暗号化（E2EE）も広がっているた
め、攻撃者と被害者の間で秘匿性の高い通信が行われ
やすく、従来の電話対策やメール対策では防げない詐
欺のリスクが増加しています。

•	 パスキー（Passkeys）を狙う次世代フィッシング： 従来
のログイン方式は、リアルタイムフィッシングの高度化
によって突破されやすくなり、多くのサービスでパスキー
の導入が進められていますが、それに便乗した新たなフ
ィッシングを確認しています。特に、パスキーの登録・追
加・変更・復旧といった設定プロセスの隙を突いて、攻
撃者のデバイスにパスキーを設定することを狙う攻撃
も確認しています。また、パスキーを設定した後も、サー
ビス側が従来のログイン方式を併用できる設定になっ
ている場合、ID・パスワード等を狙った古典的なフィッシ
ングで突破される可能性もあるため、利用者はサービ
スの設定や仕様を確認することも重要です。
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•	 高度ななりすましメール： 企業側の共用メールシステムの仕様や設定不備を突いた「Break SPF」や「EchoSpoofing」な
どの攻撃により、一般利用者が見分けるのは極めて困難ななりすましメールを確認しています。これらの高度な攻撃は企
業側の対応が必須ではあるものの、最終的に被害を受けるのは一般利用者であり、利用者側の行動やセキュリティ対策
の有無によって被害の大きさが左右されます。利用者は複数のセキュリティ機能を組み合わせたり、先進的な技術と多層
防御で保護することでリスクを低減することができます。

•	 スマホ新法（スマホソフトウェア競争促進法）に便乗した新たな手口： 日本では、2025年12月にスマホ新法が全面施行さ
れ、アプリ市場や決済方法において Apple・Google 以外の選択肢が広がりました。それに伴い、利用者はアプリや決済
方法を自己判断で選択・利用する場面が増え、従来よりも高いリテラシーと自己責任が求められるようになります。欧州
では先行してデジタル市場法（DMA）が施行されていますが、負の側面として、詐欺の増加、不正アプリやマルウェア、不正
課金、情報漏えい、利用者の不安の高まりやサポート負荷の増加が問題化しています。特に詐欺の増加が顕著であること
から、日本でも同様の影響が生じる可能性が高いと考えられます。

詐欺の「グローバル化」と「超ローカライズ化」が急速に進み、詐欺の手口は各国で
独自の進化を続けている。日本社会と一般利用者は高度な詐欺や攻撃に備える必
要がある。

— 本野 賢一郎（トレンドマイクロ 詐欺対策チーフアナリスト）
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2026年の展望
詐欺は、自動化と説得力が融合する新たな時代に入りつつあります。トレンドマイクロは、今後12か月で、詐欺が単発的な事
件から、相互に連携したエコシステムへと進化すると予測しています。そこでは、自動化され、感情に訴えかけ、日常のやり取
りと見分けがつきにくい手口が増えていきます。攻撃者は、自然災害、リストラ、選挙といった危機や世界的な出来事に合わせ
て攻撃のタイミングを図り、信頼できる内容に見せかけます。

短期的には、AIが標的調査、詐欺コンテンツの作成、被害者とのやり取りといった労働集約的な作業を肩代わりすることで、
サイバー犯罪者は被害者の感情を操ることに、より多くのリソースを集中できるようになります。

今後を見据えると、被害者の感情にリアルタイムで適応できる完全自律型の詐欺AIは、2026年以降の中期的な脅威として位
置付けられますが、すでに初期の試作段階から、その大きな影響が示唆されています。

高額被害型の詐欺：ロマンス詐欺や投資詐欺が、引き続き最大の金銭的損失を生み出します。
大量発生型の詐欺：配送や請求を装ったなりすまし詐欺が、日常的な被害リスクの中心となります。
高速化する自動化：詐欺のサイクルは、数週間単位から数時間単位へと大幅に短縮されます。

AIは現代の詐欺の“中核”となりつつあります。それはAIが思考するからではなく、
人間による欺き行為を、大規模に休むことなく支えるからこそです。

— ヌマーン・フック（トレンドマイクロ フォワードルッキングスレットリサーチ担当）
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